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問　　題
2007年 4月から，全国の小・中学校の通常学級において特別支援教育が始まり，2011年で 5年目
に入った。
特別支援教育とは，「従来の特殊教育の対象の障害だけでなく，LD（学習障害），ADHD（注意欠
陥多動性障害），高機能自閉症を含めて障害のある児童生徒の自立や社会参加に向けて，その一人一
人の教育的ニーズを把握して，その持てる力を高め，生活や学習上の困難を改善または克服するため
に，適切な教育や指導を通じて必要な支援を行うものである。」（文部科学省「今後の特別支援教育の
在り方について（最終報告）」）（以下「最終報告」とする）と意味づけられている。
通常学級には特別な教育的支援を必要とする児童が，必ずといっていいほど在籍している。2002
年に，文部科学省（以下文科省とする）によって全国の小中学校を対象に「通常の学級に在籍する
特別な教育的支援を必要とする児童・生徒に関する実態調査」が行われた。その結果，LD，ADHD，
高機能自閉症を含む教育的支援を必要とする児童生徒が 6.3％の割合で通常学級に在籍している可能
性が示された。この結果を受け，特別支援教育への流れは一気に加速したといえる。
通常学級で特別支援教育を進めるにあたっては，学校や児童への支援制度や教員への研修などが十
分に準備された中で始められたとは決して言えない。そのため，学校現場には戸惑いや不安がある中
でのスタートだった。その中で，各学校で特別支援教育の推進するための役割として，「特別支援教
育コーディネーター」（以下コーディネーター）が新たに設置された。
通常学級における特別支援教育を行うにあたり，教員からコーディネーターに期待するところは大
きい。しかし，コーディネーターも教員の中から選ばれたに過ぎず，推進役としての悩みも多いと考
えられる。
特別支援教育の取り組みが始まって 5年目に入り，特別支援教育の充実は学校現場の切なる願いで
もある。ただ，学校現場の教員がどのように取り組んでいけばよいのか，未だに戸惑っていることは
事実であり，学校現場での早急な対応が求められている。
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目　　的
特別支援教育に関する児童の実態調査や教員の意識調査は，独立行政法人特殊教育総合研究所（現
特別支援教育研究所）（以下特総研とする）を始め，文科省や東京都教育委員会（以下都教委），大学
の研究等で，様々な角度から行われている。
発達障害がある児童の実態については，2002年に行われた文部科学省の調査で 6.3％，また，2003
年に行われた都教委の調査では 4.4％の児童が，通常学級における特別な教育的支援が必要としてい
るとの結果が出ている。
これから，通常学級で特別支援教育を推進するためには，まず，発達障害がある児童の実態をより
正確に調査することが必要である。また，指導にあたる学級担任の経験や発達障害への理解などの実
態を知ることも必要である。
2007年 4月から始められた特別支援教育を校内で推進していく立場を担うのは，特別支援教育コー
ディネーターである。最終報告の中でも，コーディネーターの役割やその責任の大きさについて述べ
られている。コーディネーターの仕事内容や役割は多岐にわたっており，専門性も求められている。
しかし，そのコーディネーターをしているのは教員である。コーディネーターに指名された教員すべ
てが，発達障害に関する知識や専門性をもっている訳ではない。
特別支援教育の実施は全国で始まって 5年であり，コーディネーターの実態については，よくわ
かっていない。コーディネーターのニーズがわかれば，その対応策を考えることができる。さらに，
担任とコーディネーターの考え方や思いを比較することで，今後，通常学級で特別支援教育を進めて
いくための方向性や学校現場が抱える課題を明確にすることができると考えた。
そこで，本研究では，学級担任や学校での特別支援教育の中心的存在であるコーディネーターの実
態と意識調査を通して，学校現場の抱える課題を明らかにしたい。そして調査結果に基づき，通常学
級における特別支援教育の推進に向けて，児童への支援はもちろん，教員への支援の充実を図れるよ
うな方策を考えることを目的とする。
方　　法
1．調査対象と調査期間
2007年 7月に東京都内公立小学校のうち，調査協力を依頼し，承諾を得た教員を対象に質問紙に
よる調査を行った。92校 849人の学級担任と 82校 84人のコーディネーターに協力してもらった。
2．調査項目
2002年の文科省，2003年の都教委の調査をもとに，「小学校・中学校の特別支援教育の推進に関す
る調査結果」（特総研　2005），「特別支援教育コーディネーターに関する実践的研究」報告書（特総
研　2006）を参考にして項目を作成した。より学校現場の実態に即した情報を得るために，学校現場，
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担任の先生の実態により合うように変更を加え，簡略化して調査を行った。さらに，発達障害につい
てとらえやすいよう，またアンケートに協力しやすいように選択肢によって答えられるような質問を
多く設定した。
なお，2007年度時点での質問のため，養護学校・特殊学級という言葉を用いた。
3．結果の処理
 選択肢形式の質問項目については，項目毎にその数を集計した。無記入の場合，その項目のみデー
タから除いた。
結果と考察
1．児童の実態
（1）学級に在籍する発達障害と考えられる児童数
2002年，2003年に行われた調査では，通常学級の担任に対して発達障害の観点からの質問が設定
されている。そこで，質問をよりわかりやすくするため，発達障害名をあげ，該当すると考えられる
児童について調査を行った。調査対象の児童数は合計 20274人，学級数 649学級である。平均すると
1学級あたりの児童数は 31.2人（最大 41人　最小 11人）であった。
調査結果は，表 1の通りであった。
表 1　通常学級に在籍する発達障害がある児童数とその割合
学年 児童数
LD ADHD 高機能自閉症 総　計
人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合
1年   3760  35 0.9％  42 1.1％ 35 0.9％ 112 3.0％
2年   2917  59 2.0％  30 1.0％ 32 1.1％ 121 4.1％
3年   3391  48 1.4％  48 1.4％ 34 1.0％ 130 3.8％
4年   2960  62 2.1％  26 0.9％ 21 0.7％ 109 3.7％
5年   3596  54 1.5％  32 0.9％ 20 0.6％ 106 2.9％
6年   3650  53 1.5％  35 1.0％ 25 0.7％ 113 3.1％
総計  20274 311 1.5％ 213 1.1％ 167 0.8％ 691 3.4％
本調査結果では，発達障害があると考えられる児童は，文科省の調査の約 1／ 2であった。この結
果の違いは，初めて調査が行われたときよりも，教員が発達障害についての知識を増やしていたり，
多少なりとも理解を深めたりしたことが一因ではないかと考えられる。つまり，発達障害がある児童
数が減ったのではなく，より実態に近い割合ではないかと考えられる。40人学級であれば，約 1.36
人在籍しているということであり，特別支援教育の具体的な支援体制が必要であることがわかる。
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2．教員の実態
（1）教員の教職経験年数（図 1）
教職経験年数 1年から 5年の教員が全体の
30％を占めた。経験年数 11年から 15年の教
員は 8％しかおらず，経験の少ない 1年目か
ら 5年目までの教員と経験年数 26年以上の
ベテランが多かった。今の東京都の公立小学
校の教員の経験年数の偏りが伺えた。
経験年数の少ない教員が発達障害がある児
童を担任したり，今まで通常学級にあまりい
なかった発達障害がある児童をベテラン教員
が担任したりする可能性が高く，指導に戸惑
うことが推測される。この結果から発達障害
の理解，指導方法に関する研修，校内の支援
体制の確立，行政面での系統だった支援体制
作りが早急に必要だと考えられる。
（2） 特殊学級（特別支援学級）や養護学校（特
別支援学校），通級での指導経験（図 2）
全体の 84％ が通常学級での指導経験しか
もっていなかった。特殊学級経験者は 9％，
養護学校経験者は 4％，通級経験者は 3％で
あった。このことから，教員の多くは，障
害のある児童に対して専門的な教育的支援を
行ったことがないことがわかった。
 この実態の中で特別支援教育を進めていく
ためには，研修等を通して，特別支援教育の
理解を促し，具体的な支援方法について知る
ことが必要といえる。
（3）特殊教育教諭免許状の有無（図 3）
大学時代，特殊教育教諭免許状を取得した
人は全体の 6.5％，免許はないが特殊教育に
関する単位を取得（勉強）した人は 14.4％，
免許もなく単位も取得していない人は 79.1％
であった。単位を取得した 14.4％のうち，多
図 1　教職経験年数　N＝ 849
図 2　各種学級・学校の指導経験（N＝ 778）
図 3　 特殊免許の有無と発達障害の単位取得の有無
（N＝ 651）
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くは経験年数 5年以下の教員であった。これは，教職課程の変化によるためと考えられる。
（2）（3）のデータから発達障害について学生時代に学んだり，教員として指導したりする経験をも
つ教員が少ないことがわかった。つまり，障害理解や，障害を理解した上での指導を進めていく上で
必要な発達障害に関する知識は十分ではないということである。このことから，特別支援教育を進め
ていくためには，研修の機会の保障や支援体制作り，さらに，具体的な支援や助言も必要である。専
門家からの助言，支援員などの人的保障が必要であるといえるだろう。
（4）担任がコーディネーターに望むこと（図 4）
複数回答可として選択肢としてあげた 15項目のうち，上位に挙げられたものは，1位②保護者に
対する相談窓口，2位⑥支援の必要な児童の保護者との面談，3位⑨教員への助言・情報提供，4位
④支援の必要な児童の把握，5位⑧関係機関との連絡調整であった。
畑・小貫（2006）が行った小・中学校の教員への調査では，コーディネーターに保護者対応を求め
た教員は 0％であった。しかし，実際に特別支援教育を通常学級で進めていく中で，保護者対応がと
ても難しい問題であること，そのため，担任だけが保護者に対応するのではなくコーディネーターに
関わってほしいと考えていることが，この調査結果から明らかになった。
図 4　コーディネーターに求めること（N＝ 849）
1　在籍児童への支援
2　保護者に対する相談窓口
3　保護者や地域への理解啓発
4　校内の支援の必要な児童の全体把握
5　支援の必要な児童への指導
6　支援の必要な保護者との面談
7　学校内の関係者との連絡調整
8　関係機関との連絡調整（特別支援学校以外）
 9 　校内の教員への助言や情報提供
10　個別の教育支援計画作成への関わり
11　校内職員の理解・啓発
12　校内委員会の運営の推進
13　特別支援学校との連絡・調整
14　他校（所属校以外）との連携・支援
15　その他
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3．コーディネーターの実態
（1）特別支援教育コーディネーターの校務分掌（図 5）
コーディネーターをしている教員の校務分掌は，担
任が全体の 44％を占めている。特別支援学級や通級担
当者がコーディネーターを占めている割合は 20％にな
るが，特別支援学級や通級が併設されている学校は少
なく，東京都では，平成 15年度で特別支援学級の設
置率は約 28％である。つまり，知識をもつ者が必ずし
もコーディネーターになっているとは限らないという
ことが分かる。特別支援学級が併設されている学校と
併設されていない学校では，特別支援教育の進め方に
大きなちがいがあるだろう。特別支援学級がある学校
を中心とした連携づくりや特別支援教育コーディネー
ター研修の中で情報交換の機会を設けたりするなど，
教育委員会を中心とした取り組みが必要になると考え
られる。
（2）コーディネーターの教職経験年数（図 6）
コーディネーターのうち全体の 54％ が，教職経験
26年以上ある教員であった。経験年数 21年以上の教
員も合わせると全体の 70％にも上る。校内外との連絡
調整，担任等への指導助言といったコーディネーター
の仕事内容を考えるならば，経験豊富な教員の方がよ
り進めやすいためではないかと考えられる。
（3）コーディネーターの養護学校等の経験（図 7）
特殊学級経験者と養護学級経験者を合わせると，
54％になる。通常学級の担任で特殊学級や養護学級，
通級経験者は，全て合わせても 15.8％（福地　2007）
しかおらず，コーディネーターの指名には，特別支援
教育に関する経験を重要視していることが分かる。
（4）特殊教育免許状の有無  
コーディネーターが特殊免許状をもっている割合
は，次の表（表 2）のとおりであった。
図 5　 特別支援教育コーディネー
ターの校務分掌 （N＝ 84）
図 7　 特別支援コーディネーターの
養護学校等の経験 （N＝ 84）
図 6　 特別支援コーディネーターの
教職経験年数（N＝ 84）
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表 2　コーディネーターの特殊教育免許状の有無
免許状　有 免許状　無
16人 （21％） 62人（79％）
コーディネーターが特殊教育免許状を保有している割合は，21％であった。学級担任の特殊教育免
許状の保有率が 6.5％（福地 2007）であったのと比べると，コーディネーターの特殊教育免許状保有
率は約 3.5倍であった。これは，コーディネーター指名の際に，教員の経験を考慮したり，特別支援
学級担当者を優先させたりするためではないかと考えられる。しかし，教員と比べれば保有率は高い
が，特別支援教育の中心的役割を担うコーディネーターでさえ，5人に 1人しか免許状をもっておら
ず，特別支援教育を進める上で，コーディネーターが手探り状態であろうことが予想できる。コー
ディネーター研修の際に考慮されるべき点であろう。
（2）（3）（4）の結果から，コーディネーターの指名には，教員のもつ経験と特別支援教育に関する
知識が優先されていることがわかる。
（5）コーディネーターにとって必要な研修について（図 8）
複数回答可で回答してもらったところ，1位は発達障害がある児童への支援方法，2位は発達障害
がある児童の理解や見立て方，専門家との連携，4位は保護者対応について，5位は校内委員会の進
め方についてだった。
この結果から，子どもによって具体的な支援方法が異なるため，研修を受けることを通してより多
図 8　コーディネーターに必要な研修 （N＝ 84/複数回答 9）
1　発達障害がある児童の理解・見立て方
2　発達障害がある児童への支援方法
3　校内研修会の進め方
4　校内委員会の進め方
5　個別の教育支援計画について
6　個別の指導計画について
 7 　個に応じた授業づくり，教材開発について
 8 　クラスの児童の理解を促すための授業づくりについて
 9 　保護者への研修の内容，研修の持ち方について
10　保護者への対応，協力体制づくりについて
11　専門家との連携について
12　その他
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くの対応の仕方を学びたいという要望が多いのではないかと推測される。
特総研の調査（2005）で，コーディネーターに，今後の研修で必要なものを尋ねたところ，1位「発
達障害の支援に関する知識や技能を養う」79.4％，2位「個別の指導計画や個別の教育支援計画に関
する知識や技能を養う」67.5％，3位「障害に関する一般的な知識や技能を養う」66.1％であった。2
位の個別の指導計画や個別の教育支援計画に関するものについては，今回の調査では，上位に入って
はいない。これは，個別の指導計画や個別の教育支援計画が十分にたてられているというよりも，い
ざ特別支援教育が始まってみると，目の前の子どもたちの理解や対応に追われてしまっているという
ことではないかと考えられる。
（6）コーディネーターが考えるコーディネーターに期待される役割について（図 9）
期待される役割は，1位「校内の支援の必要な児童の全体把握」，2位「学校内の関係者との連絡・
調整」，3位「関係機関との連絡・調整」，「校内委員会の推進」であった。
コーディネーターは，校内の支援の必要な児童を把握した上で校内外の関係者と連絡を取ること
が，コーディネーターの役割として求められていると捉えているということだろう。
しかし，担任が考える，コーディネーターに期待する役割の順位（図 4）と比較すると次の表（表 3）
のようになる。
学級担任がコーディネーターに期待していることと，コーディネーターが期待されていると考えて
図 9　コーディネーターに期待されている役割（N＝ 84/複数回答）
1　在籍児童への支援
2　保護者に対する相談窓口
3　保護者や地域への理解啓発     
4　校内の支援の必要な児童の全体把握
5　支援の必要な児童への指導
6　支援の必要な保護者との面談
7　学校内の関係者との連絡・調整
8　関係機関との連絡・調整
 9 　校内の教員への助言や情報提供
10　個別の教育支援計画作成への関わり
11　校内職員の理解・啓発
12　校内委員会の運営の推進
13　特別支援学校との連絡・調整
14　他校との連絡・調整
15　その他
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いることには，違いが生じている。学級担任が挙げた上位 2項目（1位 保護者の相談窓口，2位 支援
の必要な児童の保護者との面談）については，コーディネーターのものには上位 5位までに入ってい
ない。学級担任へのアンケートの結果から，保護者対応に苦慮している現状が見て取れる。コーディ
ネーターの役割が，校内でもっと明確なものになるように，共通理解を図るところから始めることが
必要だと思われる。
コーディネーターが特別な教育的支援を必要とする児童の保護者対応をするためには，①対象とな
る児童の観察，②担任との話し合い，③校内委員会での検討などが必要になる。また，対象となる
児童を観察するためには，時間的な保障が必要となる。すでに述べたように，コーディネーターの
44％が学級担任であり，専科も含めれば 57％になる（図 5）。そういったコーディネーターが対象児
童の観察をすることは時間的に難しく，②，③についても同様であろう。
特総研の調査（2005）では，コーディネーターに対して時間的な配慮を行っている割合は，26.8％
であった。主な配慮内容としては，①授業時数の軽減（11.5％），②相対的に時間があるものを配置
（8.8％），③授業や他の校務をさせない（2.9％），④その他であった。しかし，73.2％は何らかの配慮
はされていなかった。特別支援教育が全国的に取り組まれるようになったとはいえ，時間的配慮がさ
れていない状況はあまり変わっているとは言えない状況であることがわかった。
総合的考察
通常学級に発達障害があると考えられる児童は確実に在籍している。
今回の調査によって，知識や経験が十分ではない教員の実態が明らかになった。その中で，特別支
援教育を推進していく中心的役割を担うコーディネーターへの期待は大きい。
苦労しながら特別支援教育を進めているコーディネーターへの負担がこれ以上大きくならないよ
う，仕事の内容を明確化し，制度的な充実が急がれる。そのためにも，まず，コーディネーターを支
える支援窓口の設置が必要である。コーディネーターからの自由意見の中にも，コーディネーターが
相談できる窓口が欲しいという声が上げられていた。行政面ではどのような制度があり，サポートが
あるのか，十分に周知されていないこともある。必要に応じて情報を得ることができるようにすれば，
児童へはもちろん，担任へのよりよい支援をすることができるだろう。
また，コーディネーターの複数配置を検討することで，コーディネーターへの仕事の分担化が図れ
る。多くのコーディネーターが学級担任などの職務と兼務している現状では，一人のコーディネー
ターが学校全体の特別支援教育の中心となるのは，かなり大きな負担となる。分担することで，より
多くの目で特別な教育的支援を必要とする児童を見守ることにも繋がるだろう。ただ，コーディネー
ターの仕事内容は専門性を必要とするものであり，より細やかに継続的に支援をしていくためには，
コーディネーターを独立して一つの校務分掌として位置付けるための人的配置も検討されることが望
ましいだろう。
学校に専門家が入って支援をしたり相談に乗ったりするケースはまだ多いとは言えない。スクー
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ルカウンセラー（以下 SCとする）が学校に配置されてはいるが，週に 2日程度の勤務であり，常勤
ではない。教員と児童の支援の方向性を話し合う時間があまりなく，児童への対応はほぼ学級担任が
行っているのが現状である。また，保護者や児童への対応も SCの経験や得意分野などによって大き
く左右されてしまう。しかし，専門家による定期的かつ継続的支援が得られれば，児童はもちろん，
指導する担任にとっても，具体的な助言が得られるという点で心強い。さらに，保護者にとっても，
専門家からの助言は，担任やコーディネーターから言われるよりも受け止めやすいだろう。
特別支援教育を推進するためには，児童一人一人に合った支援が，日々継続的に行われることが望
まれる。コーディネーターや担任の経験や勘に頼るのではなく，そのためにも，今の担任やコーディ
ネーターが抱える課題に対しての行政面での充実が早急に望まれる。
専門家や専門機関との連携の中で，児童が必要とする支援は何かを正確に見立て，支援を行ってい
くことが，一人一人のニーズに合った特別支援教育になるといえるだろう
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